




Misinformed Citizen and Death Penalty:  
Another test of Marshall Hypotheses in Japan 
 
























































きた。1972年、アメリカ合衆国最高裁は、ファーマン事件（Furman v. Georgia, 
408 U.S. 238）判決において、死刑は、合衆国憲法修正第8条において禁止され


























知識と態度の変化を検証した Sarat and Vidmar（1976）、死刑に関する事実に
ついて回答者の認識を問い、その正答率と死刑に対する態度の相関を分析し、
さらに死刑の抑止効果については仮定条件を想定させたうえで（「もし、死刑が
終身刑よりも効果的でなかったら…」）態度への影響を特定した Ellsworth and 
Ross（1983）、死刑についての集中講義を受講した大学の学部生を対象に、死
刑に関する知識と態度の変化を統制群との比較で確かめたBohmらの一連の研
究（Bohm 1989, 1990; Bohm Clark and Aveni 1990, 1991; Bohm and Vogel 
無知にもとづく懲罰意識？ 
27 
1991ほか）および Cochran and Chamlin（2005）、フォーカスグループ法を用
い、犯罪の類型をより特定したシナリオを被験者に読ませ、態度変化を質的に















































賛成 539 37.2 37.2
どちらかといえば賛成 466 32.2 69.4
どちらともいえない 292 20.2 89.6
どちらかといえば反対 106 7.3 96.9




























図 2 死刑制度に対する態度（河合調査と内閣府調査の比較） 
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この問題については、2013 年 11 月に日弁連が法務省に意見書を提出してい








































































N 賛成 どちらともいえない 反対 χ
2
全体 1448 69.4 20.2 10.4
性別 男性 705 74.9 15.6 9.5 ***
女性 743 64.2 24.5 11.3 21.273
階層意識 上 10 80.0 20.0 0.0 *
中の上 115 79.1 10.4 10.4 28.148
中の中 555 71.2 18.6 10.3
中の下 453 68.2 19.6 12.1
下 161 69.6 21.7 8.7
DK 141 56.7 34.0 9.2
学歴 大卒 345 68.7 16.5 14.8 *
短大卒 237 68.8 18.1 13.1 18.923
高卒 626 71.1 21.2 7.7
小中学校卒 202 66.8 23.8 9.4
















の 8 項目があり、これらの正答率（表 3）を分析に用いることができる。8 最後
の問 40d と e は日本と海外それぞれにおいて死刑制度が持ちうる抑止効果の有
無を問題にしたものである。 
 























2 乗検定の結果とともに表したのが表 4 である。 
 

















No. Variables 全体 存置支持 廃止支持 どちらとも sig.
問21 凶悪犯罪の減少 3.7 3.8 6.0 2.1 n.s.
問36 死刑廃止の世界的趨勢 5.7 5.1 13.9 3.8 ***
問39 無期懲役刑の終身刑化 13.9 12.7 17.9 15.8 n.s.
問40a 公訴時効の廃止 52.5 55.8 53.6 40.4 ***
問40b 長期収監と再犯率 62.8 67.6 53.6 51.4 ***
問40c 死刑の執行方法 48.5 54.6 52.3 25.7 ***
問40d 死刑の抑止効果（日本） 18.6 18.7 29.8 12.3 ***






























Attitudes Mean 存置支持(+)存置支持(-)廃止支持(-)廃止支持(+) N
どちらともいえない 1.58 *** *** *** *** 292
存置支持(+) 2.39 * n.s * 537
存置支持(-) 2.16 n.s *** 464
廃止支持(-) 2.30 * 106
廃止支持(+) 3.00 44
Total 2.16 1443
F 23.583 sig. 0.000 1443






表 6 である。 
 



























































































N 廃止すべき 廃止すべきではない わからない
存置支持者全体 993 14.1% 65.0% 20.9%
抑止効果を理由とする存置支持者 436 13.1% 64.0% 22.9%




























わらず）選択した割合を項目ごとに表にまとめたのが、表 9 である。 
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表 11 抑止効果がない場合の態度変化（廃止支持者） 
 
度数 有効% 累積%
増えると思う 16 11.0 11.0
増えないと思う 55 37.7 48.6












廃止すべきである 55 38.7 38.7
廃止すべきではない 31 21.8 60.6






































N 廃止すべき 廃止すべきではない わからない
存置支持者全体 993 14.1% 65.0% 20.9%
応報目的による存置支持者 684 11.3% 71.5% 17.3%












































3 1956 年から 1989 年までの内閣府（旧総理府）調査では、「今の日本で、どんな場合
でも死刑を廃止しようという意見にあなたは賛成ですか、反対ですか」との設問に
対し賛否を問うものとなっている。その後 1994 年から 2009 年までは「死刑制度に
関して、このような意見がありますが、あなたはどちらに賛成ですか」との設問に
対し、「どんな場合でも死刑は廃止すべき」「場合によっては死刑もやむをえない」「わ

















このほか、死刑存廃の是非について、河合調査と同様に 5 点尺度で尋ねた NHK に
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